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平成２６年４月１日 

公立大学法人敦賀市立看護大学規程第５号 

 

 

（目的） 

第１条 この規程は、公立大学法人敦賀市立看護大学（以下「法人」という。）の理事長又

は学長の権限に属する事務の決裁に関して必要な事項を定めることにより、事務を能率的

に遂行し、責任の所在を明確にすることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定める

ところによる。 

（１） 決裁 理事長、学長、その他の法人の役職員が理事長又は学長の権限に属する事項

について最終的にその意思を決定することをいう。 

（２） 専決 法人の役職員が常時理事長又は学長に代わって決裁することをいう。 

（３） 代決 法人の役職員が理事長若しくは学長又は専決の権限を有する者（以下「決裁

権者」という。）の決裁すべき事務について、一時決裁権者に代わって決裁すること

をいう。 

（４） 起案 決裁に係る意思決定の原案を記した書面を作成することをいう。 

（５） 合議 決裁権者以外の者であって、当該案件に関係する部署の意見を表明すべき職

位にある者が、当該案件に係る意思決定の案について同意することをいう。 

 

（専決できない事務） 

第３条 次の各号に掲げる事務については、専決することができない。 

（１） 予算の編成に関すること。 

（２） 特に重要な財産の取得及び処分に関すること。 

（３） 訴訟及び和解その他紛争の終局的解決に関すること。 

（４） 役員の任免、給与、賞罰等に関すること。 

（５） その他特に重要な事項の決定に関すること。 

 

（専決） 

第４条 専決できる者（以下「専決者」という。）及び専決できる事項は、別表に定めると

おりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号の一に該当するときは、専決することができない。 
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（１） 内容が特に重要であると認められるとき。 

（２） 取扱上異例又は重要な先例になると認められるとき。 

（３） 疑義若しくは重大な紛争があるとき又は処理の結果重大な紛争が生じると認められ

るとき。 

（４） 合議事項で議が整わなかったとき。 

３ 専決者は、専決をする場合において、新たに予算を伴うときは、予め総務企画課長に

合議しなければならない。 

 

（類推による専決） 

第５条 専決者は、その所掌する事務に関し、この規程に定めのない事項については、こ

の規程の定めを類推して専決することができる。 

 

（重要事項の報告） 

第６条 専決をした者は、専決をした事務のうち特に上司において了知しておく必要があ

ると認められる事項について、適時整理して上司に報告しなければならない。 

 

（代決） 

第７条 決裁権者が不在のときは、次の表の定めるところにより、代決することができる。 

 

決裁権者 代決することができる者 

理事長 事務局長 

学長 当該事務を所掌する学部長 

学部長 当該事務を所掌する学部長補佐 

又は予め学部長が指名する教員 

研究科長 当該事務を所掌する研究科長補佐 

又は予め学部長が指名する教員 

専攻科長 予め専攻科長が指名する教員 

事務局長 事務局次長 

又は当該事務を所掌する課（室）長 

課（室）長 当該課（室）の課（室）長補佐 
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２ 前項の規定にかかわらず、次の各号の一に該当するときは、代決することができない。 

（１） 事案の重要度及び緊急度を考慮して、緊急に実施する必要がないと認められるとき。 

（２） 新たな計画に関するものであるとき。 

（３） 職員の任免、賞罰等人事に関するものであるとき。 

（４） あらかじめその処理について、上司から代決禁止の指示を受けたとき。 

 

（後閲） 

第８条 代決をした者は、代決をした事務に関する書類等を、決裁権者が不在でなくなっ

たときに速やかに後閲に供しなければならない。ただし、あらかじめ後閲不要の指示を受

けた事務については、この限りではない。 

 

（決裁の手順） 

第９条 決裁は、起案に係る書面を回議して受けるものとする。この場合において、口頭

での説明若しくは急施を要する案件又はその案件に関する情報が漏洩することにより第

三者の正当な利益を害する虞のあるものについて決裁を受けようとするときは、起案を行

った職員又はその上司は、起案に係る書面を自ら持ち回って決裁を受けなければならない。 

２ 決裁は、起案を行った者の上司、主管部局長の後、関係部局長の合議を経て決裁権者

に起案に係る書面を提出して受けるものとする。 

 

（その他） 

第１０条 臨時又は特別の事務でこの規程に定める決裁等により処理することが適当でな

いものについては、理事長が別に定める。 

 

附則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 平成２７年３月３１日までの間、別表「専決者」欄中「学部長」とあるのは「学科長」

と読み替える。 

 

   附則（平成３０年敦賀市立看護大学規程第４号） 

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
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別表（一般共通事項） 

 
専決者 

専

決

で

き

る

事

項 

理

事

長

の

権

限

に

属

す

る

事

項 

法人の運営に関

する事項 

経営に関するもの（理事会又は経営審議会の審議

を要するものを除く。） 

事務局長 

軽易なもの・定例的なもの 総務企画課長 

事務局の管理運

営に関する事項 

事務局全体に関するもの及び他の専決者の権限

に属さないもの 

事務局長 

課又は室に関するもの 主管課（室）長 

軽易なもの・定例的なもの 総務企画課長 

庶務事項* 

事務局次長、課（室）長及び専任教員（学長を除

く。）の休日勤務、週休日の振替、休暇その他の

勤怠管理に関するもの、旅行命令及び復命 

事務局長 

職員の各種手当の認定 

事務職員の任免、勤務評価、承認、降任、配置、

給与、研修、懲戒に関すること 

事務職員（事務局長、事務局次長、課（室）長を

除く。）及び非常勤教員の超過勤務、休日勤務、

週休日の振替、休暇その他の勤怠管理に関するも

の、旅行命令及び復命 

総務企画課長 

（事務職員につ

いては、所属する

課（室）の長の合

議を得ること） 

施設使用の許可 総務企画課長 

学

長

の

権

限

に

属

す

る

事

項 

大学運営に関す

ること 

教育研究に関するもの（理事会又は教育研究審議

会の審議を要するものを除く。） 

事案の性質に応

じ、学部長、研究

科長又は専攻科

長 

学部の運営管理に関すること 

学部に属する教員の人事に関するもの 

（任免を除く） 

附属図書館の運営管理に関すること 附属図書館長 

大学運営に関する事務処理に関すること 事務局長 

教育研究の支援に関するもの 

教学に関するこ

と 

学生の証明に関するもののうち定型様式のない

もの 

事案の性質に応

じ、学部長、研究

科長又は専攻科

長 

学生の証明に関するもののうち 

定型様式のあるもの 

教務学生課長 
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軽易なもの・定例的なもの 

*法人の文書管理及び印章管理に関しては、別に規程で定める。 
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別表（財務会計事項） 

専決できる事項 

◎専決者（ただし、○印を付した者がある場合は、その者の合議を得るこ

と） 

事務局長 

（会計事務責任者） 

総務企画課長 

（出納責任者） 

学部長等 

（予算管理者） 

予

算

業

務

 

予算単位の予算案の作成   ◎ 

決

算

業

務

 

合計残高試算表（月次）の作成 ◎   

税務申告書の作成 ◎   

契

約

業

務

 

購入依頼の承認 

 

依頼者が教員である場合  ◎ 
〇（学部長、研究科長

又は専攻科長） 

依頼者が事務職員である場

合 

 ◎  

図書の場合  ◎ ○（附属図書館長） 

入札執行伺 ◎   

支出契約決議 ◎（３０万円以上） ◎（３０万円未満）  

収入契約決議  ◎  

監督報告の承認  ◎  

検査 
◎（支出契約決議に合

わせる） 

◎（支出契約決議に合

わせる） 
 

旅

費

・

謝

金

業

務

 

旅行依頼、謝金依頼（仮払いを除く） 

 

依頼者が教員である場合  ◎ 
〇（学部長、研究科長

又は専攻科長） 

依頼者が事務職員である場

合 
 ◎  

旅費・謝金経費決議  ◎  

旅行精算報告、業務終了報告 

 

依頼者が教員である場合  ◎ 
〇（学部長、研究科長

又は専攻科長） 

依頼者が事務職員である場

合 
 ◎  

出

納

業

務

 

仮払いの承認 

 

依頼者が教員である場合  ◎ ○ 

依頼者が事務職員である場

合 
 ◎  

立替払いの承認 

 

依頼者が教員である場合  ◎ ○ 

依頼者が事務職員である場

合 
 ◎  

支払準備行為  ◎  

現金出納業務の確認  ◎  

未収・入金伝票  ◎  
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未払・出金伝票  ◎  

振替伝票（資金振替を除く）  ◎  

資

産

管

理

業

務

 

不動産等の登記 ◎   

保険の付保 ◎   

移管 ◎  ○ 

固定資産等の貸付け 

 

不動産（長期） ◎   

不動産（一時使用）  ◎  

図書   ◎（附属図書館長） 

動産  ◎ ○ 

固定資産等の処分 

 
固定資産（重要財産を除 

く。） 

◎  ○ 

 少額備品  ◎ ○ 

固定資産の実査 ◎   

資

金

管

理

業

務

 

資金運用 ◎   

資金振替  ◎  

備考 

 本表中の語句の意義については、公立大学法人敦賀市立看護大学会計規程（平成２６年

公立大学法人敦賀市立看護大学規程第２５号）及びその定めを受けた細則の定めるところ

に従う。 


